
伊賀市街区基準点等管理保全要綱運用基準
第１章　総　則
　（要旨）

第1条 この運用基準は、伊賀市街区基準点等管理保全要綱（平成１９年度　告示第
２１１号　以下「要綱」という。）に基づき、伊賀市が管理する街区基準点等の使用及び復旧作業等の実施に関し、街区基準点等及び街区基準点等を用いた測量において所要の精度を確保するために必要な事項を定める。
　（法令等の準用）

第2条 要綱及びこの運用基準に規定するもののほか、必要な事項は測量法（昭和２
４年法律第１８８号。以下「法」という。）及び伊賀市公共測量作業規程（国土交通省公共測量作業規程に同じ。以下「作業規程」という。）並びに国土調査法（昭和２６年法律第１８０号。以下「国土調査法」という。）によるものとする。

　（測量点の規定）
第3条 都市再生街区基本調査により伊賀市内のDID区域内に設置した測量成果のう
ち、要綱第２条に規定した街区基準点等とは別に永久標識でないものを「測量点」とし、要綱に定める街区基準点等の管理に必要な点として次の各号のとおり規定する。
　　 (1) 街区三角節点
(2) 街区多角節点
(3) 補助点

　 　(4) 街区点
　２　この運用基準において街区基準点等及び測量点をあわせて、「基準点」という。
　３　作業規程第20条に規定する基準点の等級と前項に規定する基準点との対照並びに当該基準点測量における既知点間及び新点間の距離は、次表を標準とする。

	
	1級基準点
	2級基準点
	3級基準点
	4級基準点

	作業規程21条
	既知点の種類
	電子基準点

一～四等三角点

1級基準点
	電子基準点

一～四等三角点

1～2級基準点
	電子基準点

一～四等三角点

1～3級基準点
	電子基準点
一～四等三角点

1～4級基準点

	
	既知点間距離
	4,000m
	2,000m
	1,500m
	500m

	
	新点間距離
	1,000m
	500m
	200m
	50m

	街区基準点
	－
	街区三角点
	街区多角点

街区三角節点
	街区多角節点
街区点　補助点

	地籍図根点
	－
	地籍図根三角点
	－
	地籍図根多角点


　　（管理の主体）
　第４条　前条の基準点の管理保全は産業振興部農村整備課（以下「管理者」という。）

が行う。
第２章　使用手続
　　（事前確認）

第５条　基準点を使用して測量を行おうとする者は、事前に使用しようとする基準点について、異状がないかどうかの確認を行うものとする。この場合の確認方法は、作業規程によるものとする。

　　２　基準点に異状があった場合は使用を中止し、他の異常のない基準点を使用するものとする。なお、基準点のうち街区基準点等の異状を確認した場合は要綱第４条に基づくものとし、測量点の異状を確認した場合は作業規程に定める基準点測量精度管理表及び測量簿とともに測量点使用報告書（様式別記第３号）により市長に異状を報告しなければならない。

　　（境界測量）

　　第６条　基準点を使用して境界測量を行う場合は、作業規程第436条の規定により、４級以上の基準点に基づき、放射法により行うものとする。

　　２　前項により測量を実施する場合に既知点として基準点を使用する場合は、使用しようとする基準点と近隣基準点との間で点検測量を実施し、精度の確認を行い、所要の精度が維持されていることを確認した後に使用するものとする。

　　３　第１項により測量を実施する場合、近隣に既知点として使用できる基準点が存在しない場合は、近隣の基準点２点以上を使用して結合多角測量又は単路線測量により補助基準点を新たに設置し、これを基準点として境界測量を実施するものとする。なお、この場合の観測及び計算方法は作業規程によるものとする。

　　（許容誤差）

　　第７条　前２条による精度の確認を行う際の許容される誤差は、街区基準点及び測量点
にあっては作業規程に、地籍図根点にあっては国土交通省地籍調査作業規程によるも
のとする。

　（包括承認）

第8条 要綱第４条第5項に規定する街区基準点等使用の包括的承認申請を行う場合
の手続は、次の各号による。
(1) 街区基準点等を包括的に使用しようとする者（以下「使用者」という。）は、あらかじめ街区基準点等使用に係る包括承認申請書（様式別記１号）により市長に申請し、街区基準点等使用包括承認書（様式別記２号）により使用承認を受けるものとする。
(2) 使用者は、包括承認を受けて街区基準点等を使用する前にあらかじめ街区基準点
等使用計画を定め、使用予定の街区基準点等名及び使用予定日を管理者に報告する
ものとする。
(3) 使用者は、街区基準点等使用包括承認書の写し又はこれに代わるものを常時携帯し、市職員又は土地所有者等の請求があった場合は、速やかにこれを呈示しなければならない。

(4) 使用者は、街区基準点等を使用した後、速やかに街区基準点等包括使用報告書（様式別記第４号）に次の各号に掲げる書類を添付して市長に提出し結果を報告しなければならない。
　ア　基準点現況報告書

　イ　基準点測量精度管理表

　ウ　その他市長が指示する資料
(5) 使用者は、使用する時点で街区基準点等の測量成果等データを取得する等、常に使用する成果が最新のものであることを確認しなければならない。これに従わず損害が生じた場合の責任は、使用者に帰属するものとする。

　  ２　使用者が前項に定める手続を怠った場合、管理者は使用者に対し包括承認の取消を行うことができる。

　　（三角点の使用）

　　第９条　基準点の精度確認にあたり、既知点として一等から四等三角点を使用する場合
は、法26条の定めに基づく測量標の使用手続を行わなければならない。

第３章　復旧作業等
第1節　作業方法
　（復旧作業等）

　　第10条　この運用基準において「復旧作業等」とは、次に掲げる作業をいう。

(1) 復旧とは、基準点の移設又は一時撤去が必要な場合に、作業規定の手続により

適切な位置に基準点を設置し、基準点成果を差し替えることをいう。

(2) 復元とは、基準点を一時撤去する場合に、引照点等を設置することにより撤去前
の設置位置を記録し、撤去後に記録された当該位置に基準点を復元することをいう。

　（復旧及び復元方法）

第11条　この運用基準における復旧作業等の方法は、次のとおりとする。なお、事前に管理者と作業方法についての協議を行い、適切な作業方法を選定しなければならない。

　　(1) 復旧方法とは、再設法または偏心法によるものとする。

　　(2) 復元方法とは、構造物引照法、水糸法、レーザー法、ＴＳ法、放射法のいずれか
によるものとする。

　（基準点の撤去及び埋設）

第12条　基準点の測量標は作業方法に関わらず原則として再利用するものとし、撤去
の際は破損しないように周囲を掘削し測量標を取り出すものとする。なお、測量標を破損した場合や再利用が不可能な場合は、管理者が有償で支給するものとする。

２　基準点の埋設にあたっては、原則として従前の埋設方法を採用するものとするが、
管理者と協議の上、設置位置に最も適合した方法で行うものとする。

第２節　復旧作業

　（復旧方法）

　第13条　基準点の復旧方法は原則として再設法によるものとし、偏心法を採用する場
合は管理者と協議を行うものとする。
　（機器）

第14条　復旧作業の観測に用いることのできる測量機器は、ＴＳ、GPS測量機、レベ
ル等とし、その性能については、作業規程に規定する性能と同等以上のものを使用しなければならない。
　（再設法）

　第15条　再設法とは、工事施工の支障となる当該基準点について、基準点標を施工中は一時撤去し、工事終了後に再設置を行った後、作業規程を準用し、観測・計算を行って新たな成果を求める方法をいう。
　（再設法による移転の実施）

　第16条　基準点を再設法により移転する場合の測量は次の各号によるほか、第３条第３項の規定により作業規程に準じて行うものとする。

　　(1) 使用する既知点は、再設する基準点と同等級以上のものを使用することを原則と
し、既知点数は、2点以上とする。
　　(2) 既知点として使用する基準点は、可能な限り隣接するものを選定することとし、
既知点間及び新点間の距離は、第３条第３項によるものとする。
(3) 再設法による場合は、再設する基準点から隣接する基準点との視通を、少なくと
も１方向以上確保するものとする。

　（偏心法）

　第17条　偏心法とは、あらかじめ基準点の移転先の場所（以下「新点」という。）を確保し、移転する基準点（以下「旧点」という。）を基準にして新点の位置を求める方法をいう。

　（偏心法による移転の実施）

　第18条　基準点を偏心法により移転する場合の測量は、次の各号の定めにより行うものとする。

　　(1) 旧点、新点で測量を行う。なお、原則としてあらたな基準点標を事前に準備し、新点位置にあらかじめ基準点標を設置した後に測量を行い、その後、旧点の基準点標を撤去することとする。
　　(2) 移転距離は概ね100m以内を標準とし、原則として、既知点とした基準点又は隣
接する基準点について、１方向の視通を確保する。

　　(3) 測量は次により行う。
　　　ア　観測は次表のとおりとする。
	区　分
	GPS測量機を使用した
偏心法による移転
	トータルステーション等を使用した偏心法による移転

	方向角を観測するために使用できる既知点
	―
	公共基準点（１，２，３級）及び基本三角点

	既知点

の点検
	―
	既知点と移転する旧点の距離の観測を行う。
許容範囲：２０mm以内

	使用機器
	（10mm＋２・Ｄ・10―6）以上
（Ｄは測定距離）
	水平最少目盛りが10秒以下、測距精度が（５mm＋５・
Ｄ・10－６）以内。なお、セオドライトと光波測距儀は、ＴＳに準じた性能のものを使用する。

	観　　測
	ア．干渉測位方式

イ．データ取得間隔：30秒以下

ウ．観測時間：60分以上
	観測種別
	測定回数
	許容範囲

	
	
	距　離
	２セット（１セットは２測定）
	１セット内の較差：
10mm

	
	
	水平角
	１視準1読定で１セット（1セットは２対回）
	倍角差：90゛
観測差：60゛

	
	
	鉛直角
	1視準1読定で１セット（1セットは１対回）
	【移動距離10m未満】
ア．定数差：60゛

イ．正反観測の較差：

　　５cm

【移動距離10m以上】

ア．定数差：30゛

イ．正反観測の較差：

　　10cm


イ　測量機器高、目標高等は、金属標等上面からcm単位で測定する。

　　　ウ　ＧＰＳ測量機を用いた観測値の点検は、１セッション連続観測時間の前半2分の１と後半2分の１のデータを使用して基線解析をそれぞれ行い基線ベクトルの各成分の較差を点検する。許容範囲は、基線ベクトルの各成分20mm以内とする。
　（復旧作業の計算）

　第19条　基準点を移転した際の計算は、次の各号の定めにより行うものとする。
(1) 測量成果を求めるための計算は、作業規程を準用する。

(2) 座標差による方向角及び基準面上の距離の計算は、原則として視通を確保した
方向性について行うものとする。

(3) ＧＰＳ測量機を使用した基線解析は、放送暦を用いてFIX解を得るものとす
る。
(4) ＧＰＳ測量機を使用した平均計算は、旧点を固定点として、スケール、回転及
び鉛直線偏差を推定しない1点固定三次元平均計算を行うものとする。
第３節　復元作業

　　（復元方法）

　　第20条　基準点の位置復元方法は、次の各号に掲げる方法により行うものとする。

(1) 構造物引照法

(2) 水糸法（Ｘ型、Ｖ型、Ｔ型）
(3) レーザー法（Ｘ型、Ｖ型、Ｔ型）

(4) ＴＳ法（Ｘ型、Ｖ型、Ｔ型）

(5) 放射法
(6) 標高の保全・復元

　　２　前項各号の復元方法は、次表によるものとする。

	位置復元作業の方法
	構造物引照法
	水糸法・レーザー法・TS法
（括弧内は水糸法による場合）
	放射法
	標高の保全・復元

	
	
	Ｘ型
	Ｖ型
	Ｔ型
	
	

	引　照　点
	構造物
（3点以上）
	4点
	4点
	4点
	2点
	2点

	基準点から引照点の距離
	０．５m以上
３０m以内
	2m以上
30m以内

(0.5m以上

 20m以内)
	2m以上

30m以内

(0.5m以上

 20m以内)
	0.5m以上

30m以内

(0.5m以上

 20m以内)
	0.5m以上

30m以内
	―

	TS等を用いた取付点
(零方向）までの点間

距離
	―
	―
	―
	―
	上記点間距離の4倍以上
	―

	点間距離の比(V型・T型)
①中間引照点～基準点

②外側の引照点～中間

引照点
	―
	―
	②/①≧3
	②/①≧3
	―
	―

	適用基準点級数（※）
	4級
	3級、4級
	3級、4級
	3級、4級
	4級
	―


· 適用基準点の級数は、原則としてこの定めに従う。ただし、補完的に精度を維持するための手段を講じる場合で、公共基準点等管理者が承諾した場合は、この限りでない。
　　３　基準点の復元方法については、水平方向は第1項1号から5号に、鉛直方向につい
ては前項6号によるものとし、基準点の等級や基準点周辺の地形等により管理者と協
議の上、最も適当な方法を選定するものとする。
　　（使用する機器等）
第21条　復元作業に使用する機器は、次表に掲げるもの又はこれらと同等以上のものとする。

	機　　器
	性　　能
	摘　　要

	２級トータルステーション相当
	「測量機器級別性能分類表」による
	Ｘ型、Ｖ型、Ｔ型、放射法

	２級セオドライト相当
	
	

	光波測距儀（２級短距離型）相当
	
	

	３級レベル相当
	
	標高の保全・復元

	レーザー基準出し器
	基準出し器によるレーザー光（仰角約70％～

俯角70％）の照射ライン精度　±１mm/10mm
	Ｘ型、Ｖ型、Ｔ型

	鋼　　巻　　尺
	ＪＩＳ　１級
	構造物引照法

	水　　　　　糸
	φ0.5mm又はφ0.8mm
	Ｘ型、Ｖ型、Ｔ型


２　引照点の設置及び基準点の復元に使用する機器は、作業規程に定める点検・調整を
行ったものを使用するものとする。なお、管理者は必要に応じて復元作業に使用する
機器の検定証明を求めることができるものとし、管理者が求めた場合は、工事施行者
は検定証明の写しを提出するものとする。

　　（観測の実施）
第22条　観測は、次に定めるところにより実施するものとする。

(1) ＴＳによる観測

　　　　ア　水平角観測は方向観測法により行うものとし、１視準1読定で望遠鏡正及び反の観測を1対回とする。
　　　　イ　鉛直角観測は、片方向観測で1視準1読定とし、望遠鏡正及び反の観測を1対回とする。

　　　  ウ　距離測定は1視準2読定を1セットとして、読定単位は１mmで２セットの観
測を行う。

(2) 高低差の観測は、直接水準観測により行うものとする。ただし、地形、その他の状況により間接水準測量を併用することができる。

　　　　ア　視準距離は等しく、かつ、レベルはできる限り高低差を観測する2点を結ぶ直線状に設置する。

　　　  イ　標尺の零点目盛誤差を消去するため同一の標尺を使用する。

　　　　ウ　読定単位はmm位とする。

　　（観測の手順）

第23条　第23条に掲げる観測の手順を、次のとおり規定する。

　　１　構造物引照法は、基準点周辺の構造物（建物、側溝、集水桝等）の3点以上を引照点とみなし、復元を行う方法をいう。

(1) 引照成果の測定

　　　　ア　引照点と見なす構造物との取り付け箇所は、3点以上を選定する。ただし、選
定条件は次のとおりとする。
（ア）引照点は基準点と高低差が小さい。
（イ）引照点は保存性に優れ、距離測定箇所が明瞭である。
（ウ）引照点は各方向に均等に配置し、点間距離は３０ｍ以内とする。
（エ）引照点の少なくとも1点以上は、原則として当該引照点と基準点を結ぶ直線の延長線上に目標となる地物が存在するよう選点を行う。

　　　　イ　基準点との距離測定のため、構造物に明瞭な測定箇所がない場合は指標を設けることとする。なお、指標は明示板（十字を刻んだプレート等）を原則とする。

　　　　ウ　指標は、基準点との点間距離が測定可能な箇所に設け、容易に破損や剥がれな
い施工方法とする。

　　　　エ　引照点から基準点までの水平距離を測定する（２点間に高低差のある場合は下
げ振りを利用する）。
　　　　オ　引照点と当該基準点との高低差は３級レベル又はＴＳを用いて測定する。レベ
ルを使用しない場合は、短観測昇降式等で求めることができる。

　　※単観測昇降方式とは、ＴＳにより、目標点の高低差を順次測定する方

　　法である。なお、観測の対回数は前条１号に従うものとする。また、そ

　　の計算は、次式による。

　　　　Ｈ３＝Ｈ１＋Ｓ３・Ｓin α３ーＳ１・Ｓin α１＋（Ｂ－Ｆ）

　　　　　　＝Ｈ１＋ｆ２ーｂ２＋（Ｂ－Ｆ）
　　　　ただし　Ｈ３：Ｔ３点の標高

　　　　　　　　Ｈ１：Ｔ１点の標高

　　　　　　　　ｂ２：Ｔ２点とＴ１点（後視）の比高
　　　　　　　　ｆ２：Ｔ２点とＴ３点（前視）の比高

　　　　　　　　　　　　　Ｂ　：Ｔ１点における目標高
　　　　　　　　　　　　　Ｆ　：Ｔ３点における目標高
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　　　(2) 基準点の復元

　　　　ア　各引照点と見なした構造物から当該基準点まで測定した水平距離を用いて、基
準点復元地点付近に距離の復元によりマーキングする。３点以上が一　致する地
点に基準点を設置する。なお、示誤三角形が生じた場合は、内接円の中心を基準
点とする。
　　　　イ　埋設後、再度アを行い精度の確認を行う。

　　　(3) 注意点

　　　　ア　工事施工後の地盤高が大きく変化すると構造物と基準点の距離測定が不可能
になるため、このような事態が予想される場合は、本方法を採用しない。
　　　　イ　構造物へ引照点を設ける際、指標等を設置する場合は、所有者の許可を得る
ことを必須とする。
２　水糸法（Ｘ型）とは、引照点は、復元を行
う当該基準点の十字の交点で交差する直線で、
それぞれ当該基準点をはさんだ両側に各１点
ずつ設ける方法をいう。

　　　(1)引照点の設置

　ア　Ａ引照点と当該基準点に水糸を張り、
その直線上にＢ引照点を設置する。
イ　Ｃ引照点と当該基準点に水糸を張り、その直線上にＤ引照点を設置する。なお、
Ｃ引照点及びＤ引照点は Ａ引照点とＢ引照点の直線に対してできるだけ直角方向に設置する。また、各引照点と当該基準点の点間距離は等しくし、20ｍ以内とする。
ウ　引照点と当該基準点の高低差を測定する場合は、３級レベルを用いて測定する。なお、レベルを使用しない場合は、単観測昇降式等で求めることができる。
(2) 基準点の復元
ア　Ａ引照点とＢ引照点に水糸を張り、そ
の直線上の当該基準点復元地点付近に　　　

方向線をマーキングする。

イ　Ｃ引照点とＤ引照点に水糸を張り、
その直線上の当該基準点復元地点付近
に方向線をマーキングする。なお、各方
向線の交点に当該基準点を設置する。

ウ　埋設後、再度ア、イを行って精度の確
認を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(3) 注意点
ア　当該基準点と引照点に水糸を張る場合、その中間地点に障害（地盤が凸地など）があると水糸が屈曲することがあるため、本方法は原則として採用しない。
イ　施工後の地盤高が著しく変化すると、水糸による直線が再現できなくなり、読み取り精度も低下するため、このような事態が予想される場合は、本方法は採用しない。
ウ　引照点が1点でも亡失すると水糸による直線が再現できないため復元できない。この場合、当該基準点と引照点の間に補助引照点を設けると良い。引照点～補助引照点～基準点の距離の比は、（３：１）とする。
エ　障害物等で水糸が張れない場合は、他の方法を採用することとする。
３　水糸法（Ｖ型）とは、引照点をＸ型で設置するスペースがない場合は、当該基準点を起点として引照点をＶ字型に各２点ず
つ計４点設け位置復元を行う方法をいう。

(1) 引照点の設置
ア　A、Ｂ引照点を当該基準点から20m
以内に選定する。
イ　Ａ引照点から当該基準点に水糸を
張り、Ａ引照点～Ｂ引照点～基準点
の点間距離の比（３：１）の地点に
Ｂ引照点を決定し、引照点を設置する。
ウ　Ｃ引照点から当該基準点に水糸を張り、Ｃ引照点～Ｄ引照点～基準点の点間
距離の比（３：１）の地点にＤ引照点を決定し、引照点を設置する。なお、Ｃ
引照点はＡ引照点と当該基準点を結ぶ直線に対し、できるだけ直角方向に設置
する。
エ　Ｂ、Ｄ引照点と当該基準点の水平距離を測定する。この水平距離は基準点の
復元の点検に使用できる。

オ　引照点と当該基準点の高低差を測定する場合は、３級レベルを用いて測定す
る。なお、レベルを使用しない場合は、単観測昇降式等で求めることができる。

(2) 基準点の復元

ア　Ａ引照点とＢ引照点に水糸を張り、その直線上の当該基準点復元地点付近に
方向線をマーキングする。

イ　Ｃ引照点とＤ引照点に水糸を張り、その直線上の当該基準点復元地点付近に
方向線をマーキングする。なお、各方向線の交点に基準点を設置する。
ウ　埋設後、再度ア、イを行って精度の確認を行う。

　　(3) 注意点

ア　当該基準点と引照点に水糸を張る場合、その中間地点に障害（地盤が凸地な
ど）があると水糸が屈曲することがあるため、本方法は原則として採用しない。

イ　施工後の地盤高が著しく変化すると、水糸による直線が再現できなくなり、
読み取り精度も低下するため、このような事態が予想される場合は、本方法は
採用しない。

ウ　施工区域が拡大すると一度に引照点を亡失することが考えられるため、この
ような事態が予想される場合は、本方法は採用しない。
エ　引照点が１点でも亡失すると復元できない（補助引照点を設けることもでき
ない）。

オ　障害物等で水糸が張れない場合は、他の方法を採用することとする。

４　水糸法（Ｔ型）とは、Ｘ型の応用型で、当該基準点を通過する直線の当該基準点をはさむ両側に引照点を設け、この直線と直交する直線上に２点の引照点を設け位置復元を行う方法をいう。

　　　(1) 引照点の設置
ア　Ａ引照点と当該基準点に水糸を張
り、その直線上にＢ引照点を設置す
る。

イ　Ｃ引照点から当該基準点に水糸を
張り、Ｃ引照点～Ｄ引照点～基準点
の点間距離の比（３：１）の地点に
Ｄ引照点を設置する。なお、Ｃ引照点は、Ａ引照点とＢ引照点を結ぶ直線に対して、できるだけ直角方向に設置する。

ウ　Ｄ引照点と当該基準点の水平距離を測定する。この水平距離は基準点の復元の点検に使用できる。

エ　引照点と当該基準点の高低差を測定する場合は、３級レベルを用いて測定する。なお、レベルを使用しない場合は、単観測昇降式等で求めることができる。

(2) 基準点の復元
ア　Ａ引照点とＢ引照点に水糸を張り、その直線上の当該基準点復元地点付近に方向線をマーキングする。

イ　Ｃ引照点とＤ引照点に水糸を張り、その直線上の当該基準点復元地点付近に方向線をマーキングする。なお、各方向線の交点に基準点を設置する。
ウ　埋設後、再度ア、イを行って精度の確認を行う。

　　　(3) 注意点

ア　当該基準点と引照点に水糸を張る場合、その中間地点に障害（地盤が凸地な
ど）があると水糸が屈曲することがあるため、本方法は原則として採用しない。
イ　施工後の地盤高が著しく変化すると、水糸による直線が再現できなくなり、
読み取り精度も低下するため、このような事態が予想される場合は、本方法は
採用しない。

ウ　施工区域が拡大すると一度に引照点を亡失することが考えられるため、この
ような事態が予想される場合は、本方法は採用しない。

エ　引照点が１点でも亡失すると復元できない（補助引照点を設けることもでき
ない）。
オ　障害物等で水糸が張れない場合は、他の方法を採用することとする。
５　レーザー法（Ｘ型）とは、引照点は、復元を行う当該基準点の十字の交点で交差する直線で、それぞれ当該基準点をはさんだ両側に各１点ずつ引照点を設け位置復元を行う方法をいう。

　　(1) 引照点の設置

ア　Ａ引照点に基準器を整置し、当該
基準点を視準して、その直線上にＢ
引照点を設置する。

イ　Ｃ引照点に基準器を整置し、当該
基準点を視準して、その直線上にＤ
引照点を設置する。なお、Ｃ引照点
及びＤ引照点はＡ照点とＢ引照点の
直線に対してできるだけ直角方向に
設置する。また、各引照点と当該基準
点の点間距離は等しくし、30ｍ以内とする。

ウ　引照点と当該基準点の高低差を測定する場合は、３級レベルを用いて測定する。なお、レベルを使用しない場合は、単観測昇降式等で求めることができる。

(2) 基準点の復元

ア　Ａ引照点に基準器を整置し、Ｂ引照
点を視準して、その直線下の当該準点
復元地点付近に視準方向線をマーキン
グする。

イ　Ｃ引照点に基準器を整置し、Ｄ引照
点を視準して、その直線下の当該基準
点復元地点付近に視準方向線をマーキ
ングする。なお、各方向線の交点に基
準点を設置する。

ウ　埋設後、再度ア、イを行って精度の
確認を行う。

(3) 注意点

引照点が1点でも亡失すると基準器による直線が再現できないため復元できな
い。この場合、当該基準点と引照点の間に補助引照点を設けると良い。引照点～補助引照点～基準点の距離の比は、（３：１）とする。

６　レーザー法（Ｖ型）とは、引照点をＸ型で設置するスペースがない場合は、当該基準点を起点として引照点をＶ字型に各２点ずつ計４点設け位置復元を行う方法をいう。

　　　(1) 引照点の設置　　　　　　　　　
ア　Ａ、Ｃ引照点は当該基準点から30ｍ
以内に選定する。

イ　Ａ引照点に基準器を整置し、当該基
準点を視準して、Ａ引照点～Ｂ引照点
～基準点の点間距離の比（３：１）の
地点にＢ引照点を決定し、引照点を設
置する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ウ　Ｃ引照点に基準器を整置し、当該基準点を視準して、Ｃ引照点～Ｄ引照点～基準点の点間距離の比（３：１）の地点にＤ引照点を決定し、引照点を設置する。なお、Ｃ引照点はＡ引照点と当該基準点を結ぶ直線に対して、できるだけ直角方向に設置する。

エ　Ｂ、Ｄ引照点と当該基準点の水平距離を測定する。この水平距離は基準点の復
元の点検に使用できる。

オ　引照点と当該基準点の高低差を測定する場合は、３級レベルを用いて測定する。なお、レベルを使用しない場合は、単観測昇降式等で求めることができる。

(2) 基準点の復元
ア　Ａ引照点に基準器を整置し、Ｂ引照点を視準して、その直線上の当該基準点復元地点付近に視準方向線をマーキングする。

イ　Ｃ引照点に基準器を整置し、Ｄ引照点を視準して、その直線上の当該基準点復元地点付近に視準方向線をマーキングする。なお、各方向線の交点に基準点を設置する。

ウ　埋設後、再度ア、イを行って精度の確認を行う。

　　　(3)　注意点

ア　施工区域が拡大すると一度に引照点を亡失することが考えられるため、このような事態が予想される場合は、本方法は採用しない。

イ　引照点が１点でも亡失すると復元できない（補助引照点を設けることもできない）。
７　レーザー法（Ｔ型）とは、Ｘ型の応用型で、当該基準点を通過する直線の当該基準点をはさむ両側に引照点を設け、この直線と直交する直線上に２点の引照点を設け位置復元を行う方法をいう。

　　　(1) 引照点の設置

　　　ア　Ａ、Ｂ引照点は当該基準点から30ｍ
以内に選定する。
イ　Ａ引照点に基準器を整置し、当該基
準点を視準して、その直線上にＢ引照
点を設置する。

ウ　点を視準                             






























































































　Ｃ引照点は当該基準点から30ｍ以内
に選定する。

エ　Ｃ引照点に基準器を整置し、当該基準点を視準して、Ｃ引照点～Ｄ引照点～基準点の点間距離の比（３：１）の地点にＤ引照点を決定し、引照点を設置する。なお、Ｃ引照点は、Ａ引照点とＢ引照点を結ぶ直線に対して、できるだけ直角方向に設置する。

オ　Ｄ引照点と当該基準点の水平距離を測定する。この水平距離は基準点の復元の点検に使用できる。

カ　引照点と当該基準点の高低差を測定する場合は、３級レベルを用いて測定する。なお、レベルを使用しない場合は、単観測昇降式等で求めることができる。

(2) 基準点の復元

ア　Ａ引照点に基準器を整置し、Ｂ引照点を視準して、その直線下の当該基準点復元地点付近に視準方向線をマーキングする。

イ　Ｃ引照点に基準器を整置し、Ｄ引照点を視準して、その直線上の当該基準点復元地点付近に視準方向線をマーキングする。なお、各方向線の交点に基準点を設置する。

ウ　埋設後、再度ア、イを行って精度の確認を行う。

(3) 注意点

引照点が１点でも亡失すると復元できない（補助引照点を設けることもできない）。

８　ＴＳ法（Ｘ型）とは、引照点は、復元を行う当該基準点の十字の交点で交差する直線で、それぞれ当該基準点をはさんだ両側に各１点ずつ引照点を設け位置復元を行う方法をいう。

　　(1) 引照点の設置

ア　Ａ引照点にＴＳを整置し、当該基準点を視準して、その直線上にＢ引照点を設
置する。

イ　Ｃ引照点にＴＳを整置し、当該基
準点を視準して、その直線上にＤ引
照点を設置する。なお、Ｃ引照点及
びＤ引照点はＡ引照点とＢ引照点の
直線に対してできるだけ直角方向に
設置する。また、各引照点と当該基
準点の点間距離は等しくし、30ｍ以
内とする。

ウ　引照点と当該基準点の高低差を測定   

する場合は、３級レベルを用いて測定する。なお、レベルを使用しない場合は、単観測昇降式等で求めることができる。

　　(2) 基準点の復元

ア　Ａ引照点にＴＳを整置し、Ｂ引照点を視
準して、その直線下の当該基準点復元地点
付近に視準方向線をマーキングする。

イ　Ｃ引照点にＴＳを整置し、Ｄ引照点を視
準して、その直線下の当該基準点復元地点
付近に視準方向線をマーキングする。なお
、各方向線の交点に基準点を設置する。
ウ　埋設後、再度ア、イを行って精度の確認
を行う。

(3) 注意点　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
引照点が1点でも亡失するとＴＳによ
る直線が再現できないため復元できない。
この場合、当該基準点と引照点の間に補助引照点を設けると良い。引照点～補助引照点～基準点の距離の比は、（３：１）とする。

９　ＴＳ法（Ｖ型）とは、引照点をＸ型で設置するスペースがない場合は、当該基準点を起点として引照点をＶ字型に各２点ずつ計４点設け位置復元を行う。
(1) 引照点の設置

ア　Ａ、Ｃ引照点は当該基準点から30ｍ以内に選定する。

イ　Ａ引照点にＴＳを整置し、当該基準点
を視準して、Ａ引照点～Ｂ引照点～基準
点の点間距離の比（３：１）の地点にＢ
引照点を決定し、引照点を設置する。
ウ　Ｃ引照点にＴＳを整置し、当該基準点
を視準して、Ｃ引照点～Ｄ引照点～基準
点の点間距離の比（３：１）の地点にＤ
引照点を決定し、引照点を設置する。な
お、Ｃ引照点は、Ａ引照点と当該基準点を結ぶ直線に対して、できるだけ直角方向に設置する。

エ　Ｂ、Ｄ引照点と当該基準点の水平距離を測定する。この水平距離は基準点の復元の点検に使用できる。

オ　引照点と当該基準点の高低差を測定する場合は、３級レベルを用いて測定する。なお、レベルを使用しない場合は、単観測昇降式等で求めることができる。
(2) 基準点の復元

ア　Ａ引照点にＴＳを整置し、Ｂ引照点を視準して、その直線上の当該基準点復元地点付近に視準方向線をマーキングする。

イ　Ｃ引照点にＴＳを整置し、Ｄ引照点を視準して、その直線上の当該基準点復元
地点付近に視準方向線をマーキングする。なお、各方向線の交点に基準点を設置する。

ウ　埋設後、再度ア、イを行って精度の確認を行う。
(3) 注意点

ア　施工区域が拡大すると一度に引照点を亡失することが考えられるため、このような事態が予想される場合は、本方法は採用しない。

イ　引照点が１点でも亡失すると復元できない（補助引照点を設けることもできな
い）。

10　ＴＳ法（Ｔ型）とは、Ｘ型の応用型で、当該基準点を通過する直線の当該基準点をはさむ両側に引照点を設け、この直線と直交する直線上に２点の引照点を設け位置復元を行う方法をいう。
(1) 引照点の設置

ア　Ａ、Ｂ引照点は当該基準点から30ｍ以内に選定する。

イ　Ａ引照点にＴＳを整置し、当該基
　準点を視準して、その直線上にＢ引
照点を設置する。

ウ　Ｃ引照点は当該基準点から30ｍ以
内に選定する。

エ　Ｃ引照点にＴＳを整置し、当該基
準点を視準して、Ｃ引照点～Ｄ引照
点～基準点の点間距離の比（３：１
）の地点にＤ引照点を決定し、引照
点を設置する。なお、Ｃ引照点は、Ａ引照点とＢ引照点を結ぶ直線に対して、できるだけ直角方向に設置する。

オ　Ｄ引照点と当該基準点の水平距離を測定する。この水平距離は基準点の復元の点検に使用できる。
カ　引照点と当該基準点の高低差を測定する場合は、３級レベルを用いて測定する。なお、レベルを使用しない場合は、単観測昇降式等で求めることができる。
(2) 基準点の復元

ア　Ａ引照点にＴＳを整置し、Ｂ引照点を視準して、その直線下の当該基準点復元地点付近に視準方向線をマーキングする。

イ　Ｃ引照点にＴＳを整置し、Ｄ引照点を視準して、その直線上の当該基準点復元地点付近に視準方向線をマーキングする。なお、各方向線の交点に基準点を設置する。

ウ　埋設後、再度ア、イを行って精度の確認を行う。
(3) 注意点

引照点が１点でも亡失すると復元できない（補助引照点を設けることもできない）。

11　放射法　引照点は、当該基準点を視準できる地点に設け、水平角観測と距離測定により位置復元を行う。なお、当該基準点付近の基準点 を引照点とすることもできる。また、Ｂ引照点は、自然目標でも良い。

　　　(1) 引照点の設置
ア　当該基準点の視準できる地点にＡ引照点
を設置する。なお、当該基準点とＡ引照点
の点間距離は30ｍ以内とする。

イ　Ａ引照点から視準できる地点にＢ引照点
を設置する。なお、Ａ引照点とＢ引照点の
点間距離はアの点間距離の４倍以上とする。
ウ　Ａ引照点でＢ引照点を零方向とし、当該基準点までの水平角観測及び距離測定
を行う。

エ　引照点と当該基準点の高低差は3級レベルを用いて測定する。なお、レベルを使用しない場合は、単観測昇降式等で求めることができる。
(2) 基準点の復元
ア　Ａ引照点にＴＳを整置し、Ｂ引照点を零方向として求めた当該基準点までの、水平角及び距離の復元により、基準点を設置する。
イ　埋設後、再度アを行って精度の確認を行う。

(3) 注意点
ア　引照点が亡失すると復元できない。

イ　零方向とした引照点が亡失すると復元できない。ただし、既設基準点をＡ、Ｂ引照点とした場合、他の基準点で代用できる場合がある。また、２組の放射法を確保しておくと、１組亡失しても復元が可能である。
第４章　点検作業
（点検作業）

　第24 条　要綱第4条により基準点を使用する場合、又は要綱第5条により基準点付近で工事を施工する場合若しくは第6条に基づき基準点の復旧作業等を行う場合は、要綱及びこの運用基準の定めるところにより当該基準点の精度確認又は機能回復作業（以下「点検作業」という。）を行い、管理者に対しその点検作業の結果を、測量成果等を添えて報告しなければならない。

　（作業方法）

　　第25条　点検作業は原則として作業規程に準じるものとする。なお、管理者が特に認めた場合は、次の方法によることができる。
　　　(1) ＴＳ法（隣接する基準点との間で視通が確保できる場合）
ア　復旧作業等を行った基準点にＴＳを設置し、隣接する既知点との間で観測を実
施する。

　　　　イ　隣接する既知点２点を使用する場合は距離測定のみ、隣接する既知点１点を使
用する場合は距離測定及び水平角観測を実施し、計算値との間で距離又は水平位置の較差により精度の確認を行う。

　　　　ウ　レベル又はＴＳにより観測を実施し、計算値との間で標高位置の較差により精
度の確認を行う。
　　　(2) ＧＰＳ法（隣接する基準点との間で視通が確保できない場合）
ア　復旧作業等を行った基準点及び隣接する基準点にＧＰＳ測量機を設置し、スタ
ティック法又は短縮スタティック法により観測を行う。
　　　　イ　解析計算を行い、距離及び標高について計算値との間で精度の確認を行う。

２　前項により点検作業を行った者は、管理者の指示により、次に定める測量成果を点
検作業終了後速やかに提出するものとする。
(1) 精度管理表

　　　(2) 測量観測簿

　　　(3) その他管理者が必要と認めるもの

　　（精度の確認）

第26条　前条により点検作業を行い成果の提出があった場合、管理者は第７条の規定に基づき合否判定を行う。なお、前条第1項第１号及び第２号による場合についての許容範囲は次表による。
	項　　目
	許容範囲
	適　　要

	距離又は水平位置精度
	10mm
	－

	標高位置精度
	30mm
	－


２　基準点の使用に伴う精度確認の結果、前項に規定する許容範囲を超えている旨の報
告があった場合、管理者は直ちに当該基準点の公開及び使用を停止するとともに、そ
の旨を公表するものとする。

　　３　復旧作業等を行った基準点の点検作業の結果、前項に規定する許容範囲を超えた場
合は、管理者と速やかに協議するものとする。

　　４　要綱第７条に定める効用確認を行う場合の許容誤差は、第１項を準用するものとす
る。
　　　（点検測量）

第27条　管理者は、次に定める件数等を参考として適切な時期に点検測量を実施し、
所要の精度を確保するため、必要に応じて改測を実施するものとする。

　　　(1) 基準点使用者から提出される基準点の異状報告の場所及び件数

　　　(2) 要綱第6条に基づく復旧作業等の場所及び件数

　　　　　附　則
　　　この運用基準は、平成１９年１２月７日から施行する。
（様式別記１号）

	街区基準点等使用包括承認申請書

平成　　年　　月　　日

伊賀市長　　　　　　　　　　様
申請者 住所　　　　　　　　　　　　　　

氏名　　　　　　　　　　（印）　

伊賀市街区基準点等の使用について、伊賀市街区基準点等管理保全要綱第４条第１項の規定により下記のとおり申請します。

なお、第４条第５項の規定に基づき、包括承認手続を申し出ます。

	使用目的
	

	使用期間
	平成　年　月　日から平成　年　月　日まで

（１年間）

	測量地域
	伊賀市域

	使 用 す る

街区基準点等
	伊賀市が管理する街区基準点等
（使用時点で街区基準点等として取扱われている点に限る）

	測量方法
	

	工事請負者
	名　称
	

	
	代表者氏名
	

	
	所　在　地
	℡

	測量事業者
	氏　名
	包括承認申請を行った機関に属する者が街区基準点等を使用する場合は、街区基準点等包括使用報告書（様式別記第４号）への記載をもって本欄の記載に代えることとする。

	備　　考
	・承認された場合には、使用者は街区基準点等包括使用報告書を用いて関係街区基準点等の状況を報告する。


（様式別記第２号）

	街区基準点等使用包括承認書

　三重県土地家屋調査士会
会長　　朝 日 奈 　晰　 　様

　　平成21年3月31日に申請のありました伊賀市街区基準点等の使用について、　　

　伊賀市街区基準点等管理保全要綱第４条第２項及び第５項の規定により、下記
　のとおり包括承認します。



	使用目的
	地積測量図作成のための測量

	使用期間
	平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日まで
（１年間）

	測量地域
	伊賀市域

	使用する

街区基準点等
	伊賀市が管理する街区基準点等
（使用時点で街区基準点等として取扱われている点に限る）

	測量方法
	GPS測量、トータルステーションほか必要な精度の確保が可能な測量方法による。

	測量事業者
	氏　名
	包括承認申請を行った機関に属する者が街区基準点等を使用する場合は、街区基準点等包括使用報告書（様式別記第４号）への記載をもって本欄の記載に代えることとする。

	　承認条件

　１．別紙街区基準点使用条件を遵守すること。

　２．街区基準点等包括使用報告書を用いて関係街区基準点等の状況を報告すること。

伊 村 第　３４　号

平成２１年４月１０日

伊賀市長　　内　保　博　仁　　印



	担当連絡先
	伊賀市産業振興部農村整備課　担当　世古
℡0595（22）9668　


別紙

街 区 基 準 点 等 使 用 条 件

１　街区基準点等の使用にあたっては、作業者は立ち入る施設の管理者にあらかじ
　め計画機関名、作業機関名、作業目的、連絡先などを連絡し、立入りの承諾を得

ること。

２　施設内の立入りは、日曜日及び祝日を除く午前９時から午後５時までを原則と
　する。ただし、管理者から指定された場合は、それに従うこと。

３　作業者は、街区基準点等の使用時には使用承認書を携帯すること。

４　使用に当たっては街区基準点等の取扱いに留意し、保全に努めるとともに、周

　辺を汚さないよう努めること。

５　作業を行う場合は、安全対策に十分配慮すること。

６　街区基準点等本体及び立ち入る施設に損害を与えた場合は、申請者の費用で原

　形復旧すること。

７　作業者は、街区基準点等及びその周辺の現況や、測量付近に工事の予定がある
　場合は速やかに市長に連絡すること。

８　作業者は、街区基準点等を使用して測量を実施したときは、速やかに街区基準点等包括使用報告書（様式別記第４号）に次の書類を添付し、市長に提出すること。

（1） 基準点現況報告書

（2） 基準点測量精度管理表

（3） その他市長が指示する資料
（様式別記第３号）

平成　年　月　日

伊賀市長　　　　　　　様


　住　所：

　団体名：

　使用者職氏名：

測量点使用報告書

測量点の使用結果を下記のとおり報告します。

記

使用した測量点
記入に関する注意事項

※使用目的欄には、次のいずれかに該当する番号を○で囲んでください。

１　測量のために使用した点

２　点検のために使用した点

３　異状のため使用を断念した点

※地積測量図に使用した場合は、備考欄に所在地番を記入すること

	使用点名
	使用年月日
	使用目的
	備考

	
	　年　　月　　日
	１・２・３
	

	
	　年　　月　　日
	１・２・３
	

	
	　年　　月　　日
	１・２・３
	

	
	　年　　月　　日
	１・２・３
	


（様式別記第４号）

平成　年　月　日

伊賀市長　　　　　　　様


　住　所：

　団体名：

　使用者職氏名：

街区基準点等包括使用報告書

街区基準点等の使用結果を下記のとおり報告します。

記

使用した街区基準点等
記入に関する注意事項

※使用目的欄には、次のいずれかに該当する番号を○で囲んでください。

１　測量のために使用した点

２　点検のために使用した点

３　異状のため使用を断念した点

※地積測量図に使用した場合は、備考欄に所在地番を記入すること

	使用点名
	使用年月日
	使用目的
	備考

	
	　年　　月　　日
	１・２・３
	

	
	　年　　月　　日
	１・２・３
	

	
	　年　　月　　日
	１・２・３
	

	
	　年　　月　　日
	１・２・３
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